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９．資料 

9.1 原著論文・総説 
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9.2. 中間評価ヒアリング 
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9.3. 研究ワークショップ 

 

第４回廃棄物の循環利用に関するワークショップ 

建設廃棄物の安心・安全な循環利用を目指す地域連携の姿とは 
 

【日 時】  2009年 2月 24日(火)  13:20～18:00 

【会 場】  ボルファートとやま ４階 琥水の間 

  富山市奥田新町８－１ （JR 富山駅北口徒歩９分） 

【主 催】  富山工業高等専門学校・環境省廃棄物処理等科学研究費研究班 (K2003) 

【共 催】 特定非営利活動法人・エコテクノロジー研究会，  

【参加費】 無料 

 
昨年，環境省・国土交通省が行った建設リサイクル法の見直しにおいて，廃石膏ボードおよび建設汚泥の特定資材への指定が

見送られました。その理由の一つとして，リサイクルされたこれらの資材の「出口」が明確ではないことが挙げられています。 

その一方，国内の至る所で，これら廃棄物のリサイクルを目指したビジネスや，地域連携の事例が多く報告されています。 

富山工業高等専門学校では，地域に根ざした新しい廃棄物循環モデルの構築・発信を目的に，平成 20年度から環境省の補助

を受けて研究を進めています。 

本ワークショップは，我が国で先行しているいくつかの事例をご紹介いただき，建設廃棄物の安心・安全な循環利用に資する地

域連携の姿について議論することを目的として開催するものです。 

多くの方のご参加をお待ちしております。 

●プログラム● 

13:00 受付 

 

13:20 開会・挨拶 

   富山県生活環境文化部環境政策課廃棄物対策班主幹 坂森 重治 

 

13:40  講演１ 「廃石膏ボードの埋立における硫化水素発生とその防止技術」 

    埼玉県環境科学国際センター廃棄物管理部長 小野 雄策 

14:20  講演２ 

  「汚泥のセメント/石灰改良に及ぼす半水石膏添加の影響について」 

   長岡工業高等専門学校教授 尾上 篤生 

15:00  講演３ 

  「廃石膏ボード・建設汚泥の安心・安全な循環モデルの構築に向けて」 

   富山工業高等専門学校准教授 袋布 昌幹 

15:40  休憩 

15:50  講演４ 

   「廃石膏ボードの利活用事例と北海道循環ネットワークづくり」 

    北清企業（株） 取締役社長 大嶋 武 

16:30  講演５ 

   「廃石膏ボード循環利用の取組と展望」 

    （株）タケエイ 経営企画部 グループ長代理 川口 知司 

17:10  総合討論 

17:50 閉会 

 

18 時頃より，富山市内で「意見交換会」を開催いたします。 
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「廃石膏ボードの利活用事例と北海道循環ネットワークづくり」北清企業（株） 大嶋 武 氏 
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（社）石膏ボード工業会 林宏治 氏 
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 （一般）泥土リサイクル協会 野口真一 （共同研究者） 
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第６回廃棄物の循環利用に関するワークショップ 

地域の「地廃地消」の循環型社会形成を推進する全国規模のつながり 
 

【日 時】  2011年 1月 6日(木)  13:00～18:00 

【会 場】  キャンパスイノベーションセンター東京（CIC） 1F国際会議室 

  105-0023 東京都港区芝浦３－３－６ （JR田町駅前） 

【主 催】  富山高等専門学校・環境省循環型社会形成推進科学研究費研究班(K22055) 

【参加費】 無料 

 
建設廃棄物の中でリサイクルが渇望されている廃石膏ボードについて，その軟弱地盤・建設汚泥固化材などの土木資材への再

利用に高い関心が集まっています。そのなかで，平成 20および 21年度に行われた環境省の「廃石膏ボードの再資源化促進方策

検討業務調査」において，セッコウ中のフッ素化合物などがその障壁になることが明示されました。また固化材のリサイクル原料で

ある焼却灰等の安全管理など，未だ解決すべき課題は多く存在します。 

富山高等専門学校では，地域に根ざした新しい廃棄物循環モデルの構築・発信を目的に，平成 20 年度から環境省の補助を受

けて研究を進めてきました。その成果として，現場で廃石膏ボード中のフッ素化合物等の分析を可能とする技術を開発し，さらに

地域に根ざした産学連携によるイノベーション構築事例の調査等の取り組みを進めています。 

本ワークショップは，私達の研究成果の紹介のみならず，我が国での先行事例のご紹介を通して，建設廃棄物の地域における

安心・安全な循環利用に資するしくみづくりの将来像について議論することを目的として開催するものです。 

また，パネル展示で本プロジェクトに関連する研究成果のご紹介，共有を行いたいと考えています。 

多くの方に参加いただき，共有の機会としていただければ幸いです。 

 

●プログラム● 

12:45 受 付 

13:15 開 会 

13:20 研究内容・成果概要の説明  

   「地域に根ざした廃石膏ボード・建設汚泥リサイクルに資するしくみづくりとは」 

   研究代表 富山高等専門学校 専攻科 准教授 袋布 昌幹 

14:00 招待講演１ 

   「廃石膏ボードのリサイクルに関する化学的研究」 

   日本大学理工学部 教授 小嶋 芳行 

14:40 休憩・パネル展示（１） 

15:10 成果報告 

  「廃セッコウボード中の環境汚染物質の簡易分離技術とオンサイト分析への応用」 

     富山高等専門学校 専攻科 助教 間中 淳 

   「地域に根ざした建設廃棄物リサイクル企業の倫理的企業成長モデル」 

  富山高等専門学校 専攻科 准教授 宮重 徹也 

15:50 休憩・パネル展示（２） 

16:20 パネルディスカッション・総合討論 

   「地域に根ざした地廃地消ビジネスを実現するしくみづくりとは」 

   司会  (社)泥土リサイクル協会 事務局長  野口 真一 

  パネラー (社)石膏ボード工業会 専務理事 林 宏治 

    島根大学総合理工学部 准教授  笹井 亮 

    (株)タケエイ 経営企画部 経営戦略グループ 田中 義朗 

    富山高等専門学校 准教授 袋布 昌幹 

18:00 閉会 

平成 22 年度環境省循環型社会形成推進科学研究費（K22055）事業 
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平成 22年度環境省循環型社会形成推進科学研究費（K22055）事業 

第６回廃棄物の循環利用に関するワークショップ 

地域の「地廃地消」の循環型社会形成を推進する 

全国規模のつながり 
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廃石膏ボードのリサイクルに関する化学的研究 

日本大学 小嶋芳行 

 

1 はじめに 

 石膏ボードは防火性，軽量，遮音に優れているため，建築物の天井・壁などの内装用建材として非常によ

く使用されており，年間 4.4億m
2（平成 21年統計）程度製造されている．これに対して，解体系，および新築

系の廃石膏ボードの排出量の合計は 100～110 万 t 程度で推移している．廃石膏ボードは管理型廃棄物に

指定されているため，管理型処分場で保管しなければならない．しかし，硫化水素の発生やヒ素イオンなど

の流出による地下水汚染により，廃石膏ボードを減容することが必要となっている．現在，新築系解体や裁

断不良などで生じた石膏ボード廃材は石膏ボードの原料として利用されている．しかし，石膏ボード中の二

水石膏の粒径は 1～3μm 程度と小さい．このため，廃石膏ボード粉末を原料中に多量に添加すると凝結不

良，ボードの強度低下を招くことから，この添加量は 10％以下とされている．石膏のもっとも使用量の多いの

は石膏ボードである．しかし，二水石膏の最大用途である石膏ボードに戻すためには微細な二水石膏を大

形化させる必要がある． 

 演者は，これまでに硫酸と石灰石との反応による直接石膏硬化体の作製 1),2)，繊維状石膏の合成およびそ

の難溶化 3),4)など液相反応による石膏の合成について研究を行ってきた．また，平成 11年NEDO(新エネル

ギー・産業技術総合開発機構委託)の「解体廃石膏ボードの再資源化技術」に参画した．ここでは，二水石

膏の大形化に関する研究を行った．このため，本講演では，石膏の溶解量を基にした微細二水石膏から大

形二水石膏の合成を中心に，さらに廃石膏ボードの利用法について報告する． 

 

2 石膏の溶解量  

 図 1 は石膏の溶解量を示したものである．二水

石膏の溶解量は温度の上昇に伴いわずかに増大

し，38℃付近において最大となる．これ以降におい

て二水石膏の溶解量はわずかながら低下する．一

方，半水石膏には α 型と β 型半水石膏が存在する

が，α型半水石膏のほうが β型半水石膏と比較して

わずかに溶解量が低い．いずれの半水石膏の溶

解量も温度の上昇にともない低下する．二水石膏と

αおよび β型半水石膏の溶解量の交点は Power ら

によりそれぞれ 97℃，106℃とされている 5）．すなわ

ち，二水石膏懸濁液を 106℃以上で保持すること

により，半水石膏が生成することになる． 

 

3 溶液反応による廃石膏ボードの大形化  

 演者らは廃石膏ボード中の二水石膏を大形化に関する知見をもっており，それを以下に記す 6),7)．この実

験に用いた廃石膏ボードは市販石膏ボードの粉砕物である．これを粉砕し，目開き 1mmのふるいを通した 

図 1 石膏の溶解量 
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ものを試料として用いた．二水石膏の純度は 90％程

度であった．初めに行っていた方法は図 1で示した石

膏の溶解度差を用いる方法である．二水石膏の懸濁

液を加熱して半水石膏とし，この懸濁液の温度を下げ

ることにより再び二水石膏を得ることを考えた．100℃

付近において二水石膏を半水石膏に時間をかけるこ

とにより脱水することは可能であるが，脱水時間を促

進させるためには添加剤の選定が必要である．図2に

100℃で廃石膏ボード中の二水石膏の脱水水に及ぼ

す時間の影響を示す．なお，この時の懸濁液濃度は

33％（水/固体質量比=1/2）である．添加剤を配合しな

い場合では，6時間保持しても二水石膏のままであっ

た．NaCl を添加剤として用いた場合には， 

時間の経過に伴い結晶水量は低下し，3 時間で半水石膏の理論結晶水量に達した．一方，Na2SO4 を用い

た場合では，1時間で理論結晶水量に達した．これより，添加剤としてはNa2SO4を用いた．10％Na2SO4水溶

液中に廃石膏ボード試料を加え，この懸濁液をマントルヒータで加熱した．得られた半水石膏懸濁液の温度

をゆっくり下げると，二水石膏が析出する．この時，下げる温度により得られる二水石膏の粒径は変化する．

もっとも大形の二水石膏が得られるのは 60℃であった．さらに，大形の二水石膏を得るために種結晶を用い

た．大形の種結晶を用いた場合，115μm の種結晶を 1％程度添加することにより平均粒径 120μm の二水石

膏が得られた． 

 しかし，この二水石膏中に Na
+イオンが含まれていることがわかり，これが原因となってボード用紙との接着

性が低下するとの指摘があった．そこで，Na
+イオンを含まない系を模索した結果，NH4Cl を用いても廃石膏 

ボード内の二水石膏を大形化することは可能であった．Na2SO4

と同じような手法により平均粒径 70μm程度の二水石膏を作製

することが可能であった． 

 現在では，添加剤としてクエン酸を用いて，さらに多段階水和

を用いた二水石膏の大形化を行っている 8)．これまでの方法は

二水石膏→半水石膏→二水石膏としていた．この方法では水

溶液全体の温度を変化させなければならない．これに対して，

半水石膏は二水石膏を加熱することにより作製することとした．

すなわち，既存の施設を使用することにより二水石膏を半水石

膏に脱水させることは容易である．この半水石膏をクエン酸水溶

液中に所定時間ごとに添加することにより，半水石膏は水和して

二水石膏となる．さらに，添加した半水石膏は懸濁液中で溶解

‐析出して既存する二水石膏を大形化するのに用いられる．す

なわち，反応を半水石膏→二水石膏の一方向だけとした．この

方法の特徴は，クエン酸水溶液に半水石膏を所定時間ごとに，

所定量の半水石膏を添加することにより，二水石膏が順次大形 

化し，非常に高い懸濁液濃度(60mass%)まで高めることがで

図 2 二水石膏の脱水に及ぼす添加剤の影響  

図 3 中形二水石膏の粒径に及ぼす 

懸濁液濃度の影響  

 

無添加 

NaCl 

Na2SO4 

温度：100℃ 



-78- 

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60

除
去
率

/
 
%

時間 / min

128

72

表面積 / cm2

192

炭素化物含有セッコウ硬化体
混水量 : 200%
初期濃度 : 1.34 ppm

0

1

2

3

4

0 20 40 60 80 100

強
さ

/ 
M

P
a

厚さ / mm

きることである． 

 図 3 に懸濁液濃度と二水石膏の平均粒径の関係を示す．添加量と添加間隔は多種多様な組み合わせで

行った結果，14gの半水石膏を3分ごとに添加することが有効であった．これは連続的に添加するのではなく，

所定時間おきに添加することが特徴である．懸濁液濃度の増大に伴い粒径は増大し，懸濁液濃度 50mass%

において最大の 50μm程度となった．しかし，これ以上の懸濁液濃度では粘性の増大により平均粒径は低下

した．これをデカンテーション（微細な粒子の除去）することにより平均粒径は懸濁液濃度 50％と同程度とな

った．なお，懸濁液濃度 50％と 60％で生成した二水石膏の粒径が同じであるメリットは，得られる二水石膏

の量である．50％に対して60％での得られる二水石膏量は 1.2倍以上となる．これにより，得られた二水石膏

は中形二水石膏となる．さらに，この中形二水石膏を種結晶として再度同じ操作をすることにより，平均粒径

70μm 程度まで増大させることが可能となった．これを大形二水石膏とした．この大形二水石膏は半水石膏

の凝結に影響する量の 2 倍程度のクエン酸を含んでいた．しかし，大形二水石膏を加熱して半水石膏とし，

これの凝結の際に二水石膏を種結晶として添加することにより，市販焼き石膏と同じ凝結時間を示した． 

 

 4 廃石膏ボードを用いた応用研究 

 近年，省エネルギー住宅が期待されており，

国外で広く利用されている石膏ブロックへの廃

石膏ボードの有効利用の可能性について検討

している 9)．実験をするにあたり，ボード用原紙

を付けたまま厚さ 12.5mmの石膏ボード（JIS A 

6901, GB-R）を 70×40×12.5mmに裁断した．こ

れらをそのまま電気炉に入れ，200℃で 15 分

間加熱した．これにより，石膏ボード廃材の石

膏部分が脱水して半水石膏となった．半水石

膏の生成により紙との接着性が低下し，石膏と

ボード用原紙は弱い力で分離できるようになっ

た．得られた石膏板の表面は半水石膏となっ

ているため，ここに水を噴霧すると二水石膏に

水和する．これを利用して石膏板どうしを重ね

てブロック化させた．石膏ブロックの厚さと強さ

の関係を図 4 に示す．2 枚の時の場合には，

3.8MPa 程度の強さであった．枚数を重ねるご

とにブロックの強さは弱くなるが，5 枚以上で

3.1MPa程度で平衡となった． 

 廃石膏ボード廃材中のボード用原紙を活用

することも行っている．廃石膏ボードのボード

用原紙に ZnCl2水溶液を塗布し，これを 700℃

で数分加熱する．これによりボード用原紙が炭

素化する．二水石膏は高温度で半水石膏を経

て，一部はⅡ型無水石膏に脱水される．半水 

図 5 ホルムアルデヒド除去率に及ぼす炭素化物の

比表面積の影響 

図 4 石膏ブロックの厚みと強さの関係 
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石膏を含むため水硬性を有しており，水を加えてこの加熱物を練ると硬化する．これにより炭素化物含有石

膏硬化体を作製することができる 10)．炭素化物を含むためこの硬化体は揮発性有機化合物（VOC）を吸着

することができる．図 5 にホルムアルデヒド除去率に及ぼす炭素化物の比表面積の影響を示す．比表面積

72m
2
/g の炭素化物を含む硬化体ではホルムアルデヒドの除去率は 50％程度である．炭素化物の比表面積

の増大に伴い，ホルムアルデヒドの除去率が高くなる．そして，比表面積 192m
2
/g の炭素化物を含む硬化体

での除去率は 90％程度まで向上する． 

 これまでは，廃膏ボードを石膏ボードの原料にすることを考えていたが，石膏ボード工業全体を俯瞰してみ

ることにする．石膏ボードの原料は半分程度が排煙脱硫石膏である．この排煙脱硫石膏は脱硫した SO2と 

炭酸カルシウムあるいは水酸化カルシウムを反

応させて生成したものである．そこで，二水石膏

から水酸化カルシウムを合成することを考える 11)．

二水石膏を KOH 水溶液中に浸積させるとすみ

やかに水酸化カルシウムが生成する．このときの

水酸化カルシウムの生成率変化を図 6 に示す．

反応は速やかに進行し，15 分で完全に二水石

膏は消滅して水酸化カルシウムとなる．二水石

膏から水酸化カルシウムを生成することができれ

ば，この生成した水酸化カルシウムを再び排煙

脱硫時に使用して二水石膏を得ることができる．

すなわち，二水石膏の完全リサイクルを行うこと

が可能である． 

  

5 おわりに 

 廃石膏ボードを化学的手法によりリサイクルすることについて述べた．今後，廃石膏ボードから付加価値の

高い新たな材料創製へのチャレンジが必要であり，一例として石膏から蛍光体の作製なども行っている． 
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地域に根ざした廃石膏ボード・建設汚泥リサイクルに資するしくみづくりとは 

富山高等専門学校専攻科 准教授 袋布 昌幹 

〒939-8630 富山市本郷町１３   tafu@nc-toyama.ac.jp 

 

１． はじめに 

建設リサイクル法が施行された後，木材等の特定建設資材についてはそのリサイクルが進行し，産業廃

棄物の多くを占める建設廃棄物の発生抑制が実現しつつある。しかしながら，建設工事で発生する建設汚

泥，建築物の内壁材として広く用いられている石膏ボードについては，そのリサイクルは遅々として進んでい

ない現状にあるといえる。 

そのような状況下，環境省によって廃石膏ボードリサイクルの方策に関する調査が行われ，そのリサイクル

法として建設汚泥や軟弱地盤の固化材としての再利用に着目が集まっている。さらに，そのリサイクル実現

のためには，セッコウ中に含まれるフッ素化合物などの化学物質の制御が課題となっていることも明文化さ

れた。本稿では，廃石膏ボードリサイクルにおいて問題となっている「フッ素問題」について，その現状と課

題に加え，著者らのグループがこれまでに進めてきた研究成果を概説する。 

 

２． 廃石膏ボードの土木資材への利用とフッ素問題 

石膏ボードは二水セッコウ(CaSO4・2H2O)の固化体の両面を紙（ボード原紙）で挟んだものであり，その高

い加工性，防音性，耐火性を活かし，建築物の内壁材として広く用いられている。石膏ボードに用いられる

二水セッコウは，火力発電所の排煙脱硫プロセスで副生する排脱セッコウ，肥料等の原料物質であるリン酸

の製造の際に副生する燐酸セッコウ，フッ素やチタンを製造する際に生成するセッコウなどの化学セッコウ，

および一部海外から輸入された天然セッコウである。一方ボード原紙は，古紙からリサイクルされた紙が用い

られており，石膏ボードの原料そのほとんどがリサイクル資材であり，石膏ボード産業はそれ自身が我が国

の未利用資源の循環利用に大きく貢献してきたものであるといえる。 

一方，廃石膏ボードには「新築系」と「解体系」の二種類がある。前者はボード製造時や建築物の施工時

に発生する端材であり，現在ではそのほぼ全量が石膏ボードの原料として再利用されている。一方建設物

の解体工事に伴って発生する後者の解体系ボードはその多くが埋め立て処分されている。最終処分場の逼

迫に加え，最終処分場で石膏ボードが原因と考えられる硫化水素による死亡事故が発生したことにより，廃

石膏ボードのリサイクルの需要が急速に高まっている。 

 廃石膏ボードのリサイクル法として石膏ボードの原料として再利用することがもっとも望ましいと考えられる

が，これには問題点がある。石膏ボードに用いられるセッコウは大きな粒子であることが求められる。これは

混和に際して使用する水の量を低減し，結果として製品の強度を向上させることができるためであるが，廃

石膏ボードから回収されたセッコウ粒子は粒子径が小さく，ボード原料としての再利用が制限される。この対

策技術として，廃石膏ボードから回収されたセッコウ粒子を粗大化させる手法 1)が検討されている。 

 廃石膏ボードのリサイクル先として，軟弱地盤や建設汚泥の固化材の原料として廃石膏ボードから回収し

たセッコウ粉末を用いる取り組みが注目されている。特に建設汚泥の固化材への利用においては，建設廃

棄物でリサイクルが渇望されている廃石膏ボードと建設汚泥を同時にリサイクル可能であることから関心が高

い。平成 20 および 21 年度に環境省が行った調査 2, 3)においても，このような廃石膏ボードの土木資材への

利用について多くのページが割かれている。 



-81- 

 しかし図 1 に示すように，廃石膏ボードをこの種の土木資材として再利用する際に，原料として使用されて

いる化学セッコウ中に含まれるフッ素化合物等の不純物がその障壁となる。セッコウ中にフッ素化合物等が

含まれていると，土木資材として利用した際に周囲の土壌にこれら不純物が溶出し，結果として土壌汚染を

引き起こす懸念がある。図 2 に過去の調査 4)でまとめられたセッコウ中のフッ素化合物およびセッコウからの

フッ素溶出量をまとめた結果を示すが，多くのセッコウ試料が土壌環境基準の「溶出規準」を超過しており， 

 

 

図 1 石膏ボード製造と，廃石膏ボードリサイクルのマテリアルフローの概念図 

 

その対策が必要となることがわかる。著者らはリ

ン酸カルシウムの一種である DCPD（リン酸水素

カルシウム二水和物）がフッ化物イオンと反応し

て難溶性の FAp（フッ素アパタイト）を生成する
5,6)ことに着目し，セッコウ中フッ素化合物を高度

に不溶化できることを明らかにした 7)。この手法

によって得られた固化材を用いて建設汚泥の再

資源化を試みたところ，フッ素化合物の溶出 8)，

固化体の力学的特性 9)とも良好な結果を得るこ

とができた。一方，DCPD の粒子表面にナノスケ

ールの前駆体を生成させることにより，セッコウ

中のフッ素化合物をより高度に不溶化できること

を明らかにしている 10)。DCPDを用いたフッ素不溶化材は，今年より上市されている。 

一方，セッコウ中のフッ素化合物含有量を簡易分析する手法として，従来の過塩素酸による水蒸気蒸留

にかわり，陽および陰イオン交換樹脂を浸漬させた純水中でセッコウを５分以内で溶解させ，液中に残存し

たフッ化物イオン濃度を簡便な比色分析法で評価できる技術を開発した 11)。現在，セッコウからのフッ素溶

出量を簡易分析できる前処理技術の開発，セッコウ中に含まれる他の不純物のオンサイト評価技術の検討

を進めているところである。 
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図 2 各種セッコウ試料中に含まれる 

フッ素化合物量（横軸）およびフッ素溶出量（縦軸） 
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３． 地域の「地廃地消」を実現するしくみ，技術とは 

 著者らは廃石膏ボードリサイクルにおいて，セッコウ中のフッ素化合物がその障壁となっているとの情報を

入手し，平成 16 年度から 2 期（1 期 3 年）にわたり，環境省の科学研究費の補助を受けて対策技術の研究

を進めてきた。平成 20 年度から 3 年間の第 2 期では，廃石膏ボードの建設汚泥固化材等の土木資材への

安心・安全リサイクルを可能とするシステム開発を進めてきた。当初は前項で述べた分析技術で得られた結

果を電子マニフェストに乗せ，当事者間でデータを共有する ICT を用いたシステム開発をイメージしていた

が，実際に廃石膏ボードリサイクルに取り組む事業者との面談を重ねるにつれ，その考え方に大きな変化が

生じた。 

 図３に示すように，廃石膏ボードを土木資材に活用する際，廃棄物の収集，中間処理，固化材製造，建設

汚泥リサイクルの施工と，これまで連携することが少なかった業種間で原料や製品が流通する。 

 

図 3 廃石膏ボードの土木資材へのリサイクルフロー 

 

 調査を進めていくなかで，これらのリサイクルを経済的に成立させるためには地域内での小規模な連携体

で廃棄物の再資源化を進め，そのなかでは電子マニフェストよりむしろ，その連携体で安全性を担保できる

手法を共有化することが重要であることが見いだされた。また地域により，廃石膏ボードの収集量，再資源化

の手法，リサイクル製品の性質が異なるため，その地域の連携体に適した技術の構築が必要である。また，

この種の事業に関わる業種はいわゆる中小企業が多いことから，新規技術の開発を最初から行うことは容易

ではないことも見いだされた。 

 新規技術の構築においては，いわゆる公設試や教育機関との共同研究が有効なツールであると考えられ

る。しかし，教育機関側から見た産学連携は，図 4 の左に示すように，「１対１」でシーズとニーズがマッチン

グする事例がほとんどであり，図３のような種々の業種が連携した事例に対しての事例がきわめて少ない。 

        

図 4 産学連携のスキームの概念図 左：従来型  右：次世代型 



-83- 

このような複合化した技術体系に対応するためには，教育機関や研究機関も並列に「パズルのピース」のよ

うな立場でその役割を共有し，新しい技術課題をこの連携体から産み出すオープンイノベーション型の体制

がまず必要であると考えられる。その際，関連するキャストがフェース・トゥ・フェースのコミュニケーションを構

築していくこととなるが，それを実現するために重要な因子として，それぞれのキャストの倫理観の構築・浸

透が重要であると考えられる。連携体に属する一部の企業だけが短期的な利益を追求すると，結果として全

体の連携体のバランスが崩壊し，結果として技術の完成度が低くなることになりかねない。現在，全国の連

携事例の調査において，「企業倫理の構築が長期的には企業利益につながる」モデル 12)の廃石膏ボードリ

サイクルに適応性について検討を進めている。 

 一方リサイクル技術に着目すると，全国で廃石膏ボードリサイクルに行き詰まっている事例は，目の前に存

在する「廃石膏ボード」に対応した技術を全国から探す手法をとっているのに対し，比較的順調に事業が進

んでいる事例では，すでに既存技術，先進技術を有する企業が，その原料物質として廃石膏ボードに着目

し，その利活用に必要な技術を連携体の中で構築，それをコア技術にすることにより，新しいビジネスを生

み出すことができているようである。今後，経営戦略，MOT 的な立場からこれらの事例を調査検討し，「廃石

膏ボードリサイクルを成功にみちびく“しくみづくり”」の普遍化が期待される。 

 

４． おわりに 

 拙稿では，環境省科研費でこれまで著者らが進めてきた検討結果を中心に，廃石膏ボードリサイクルに必

要なしくみづくりについて著者の見解を述べた。著者の専門は材料科学であることから，経営戦略について

は調査の中で感じた印象を述べることしかできないが，是非とも経営戦略，MOT 的な視点から本研究を評

価いただき，安心・安全な廃石膏ボードリサイクルのしくみの構築につなげることができればと考えている。 

 関係各位のご指導をいただければ幸いである。 
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廃セッコウボード中の環境汚染物質の簡易分離技術と 

オンサイト分析への応用 

富山高等専門学校 専攻科 助教 間中 淳 

 

1. はじめに  

建築物の解体に伴い大量に生成する廃セッコウボードの有効なリサイクル方法として、肥料、固化剤等の

土壌改質剤への転用が行われているが、その際、セッコウ中に含まれるフッ素、ヒ素、カドミウム等の不純物

が土壌および周辺の水環境を汚染する問題が残されていた。そのため、安心・安全なリサイクルのためには、

セッコウ中の不純物の分析法およびその対策技術の構築が必要とされてきた。しかしながら、セッコウの水

に対する溶解度が低いことから、セッコウ中の不純物を分析する際、前処理として過塩素酸等の危険な試薬

を用いる長時間の蒸留操作を行う必要があった。そのため、現場での迅速な分析は困難であり、現状では、

抜き取り検査に依存する問題が残されていた。 

一方、当研究室においてセッコウと水の混合物にイオン交換樹脂を添加すると、Fig.1 に示すようにセッコ

ウの溶解度が著しく上昇し、セッコウ中の不純物が溶液中に分離されることを見出した。したがって、これら

の知見から、本研究では、このイオン交換樹脂溶解現象をセッコウ中の不純物分析のための前処理法とし

て検討した。また、市販されている簡易計測キットと組合わせることで、リサイクル現場で誰もが、簡単に行え

るセッコウ中の不純物のオンサイト分析法を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

2.セッコウ中のフッ素分析の検討 

Fig.2 に示すように溶液中にフッ素が分離できることが可能であった。また、本法を前処理法とすることで、

Fig.3 に示すようにセッコウ中のフッ素含有量を測定することが可能であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 セッコウのイオン交換樹脂溶解現象 
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B:：樹脂無し 

Fig.2 フッ素の分離挙動 Fig.3 フッ素の測定結果 
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また、Table.1の結果より、本法が実際の廃セッコウボードに用いられているセッコウ試料中のフッ素の含有

量測定に用いることが可能であっただけでなく、Fig.4 に示すように市販の簡易計測キット(共立理化学研究

所製デジタルパックテスト)との組み合わせによる測定も可能であり、分析時間の大幅な短縮を可能とした(前

処理 5 分＋計測 15 分)。これらの結果は、本法のリサイクル現場におけるオンサイト分析への可能性を示唆

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.セッコウ中のヒ素の分析に関して 

 また、陽イオン交換樹脂のみを添加することで、Fig.5 に示すようにセッコウ中のヒ素を高効率で溶液中に

分離することが可能であった。陽イオン交換樹脂のみを用いた場合、処理した溶液の液性が中性にならず、

硫酸酸性となるが、ヒ素の計測法において溶液を硫酸酸性にする必要があるため、この場合、イオン交換樹

脂は単にセッコウの溶解のみならず、測定の溶液の pH緩衝剤として作用することで酸の添加を不要にする

利点を有している。本法を前処理法として、計測にデジタルパックテストを用いた場合のセッコウ中のヒ素の

測定結果を Fig.6に示す。フッ素と同様、全分析時間 20分以内で定量性ある結果を確認することができた。 
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おわりに 

イオン交換樹脂によるセッコウの溶解現象がセッコウから不純物である環境汚染物質の有効な簡易前処

理法として有用であった。また、市販の簡易計測キットを併用することで、全分析時間 20分以内で行えるオ

ンサイト分析法を行うことも可能であった。本研究の成果が実際のセッコウのリサイクル現場で活用され、安

心・安全なセッコウリサイクルへ貢献できることを期待する。

Table 1  実試料への応用 

fluoride mg kg-1  Recovery* 

% Sample Content added Detection 

N0.1 193 208 381 95 

No.2 2094 995 2802 91 

* Recovery = Detection / (content + added) 
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Fig.4 デジタルパックテストへの応用

  

Fig.5 セッコウ中のヒ素の分離挙動 Fig.6 デジタルパックテストによる測定結果 
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地域に根ざした建設廃棄物リサイクル企業の倫理的企業成長モデル 

富山高等専門学校 専攻科（国際ビジネス学専攻） 准教授 宮重徹也 

１．はじめに 

地球環境への影響が大きい建設廃棄物リサイクル企業には、当然のごとく、倫理的企業活動が要求され

る。しなしながら企業である以上、このような倫理的企業活動も収益に貢献しなければその持続的活動が困

難となる。そこで本稿では、建設廃棄物リサイクル企業の倫理的企業成長モデルを示していく。 

 

２．倫理的企業文化の浸透の意義 

本節では、倫理的企業活動の実践には倫理的企業文化の浸透が必要不可欠であることを示していく。 

マーフィー（1988）は、倫理的企業活動を実践するための手段を、「倫理的企業政策の組織化」と「その実

行」に区分している。そのうち、「倫理的企業政策の組織化」としては、企業理念・企業行動基準などフォー

マルな組織（構造）を指摘しており、「その実行」としては、経営者の役割などインフォーマルな組織（企業文

化）を指摘している。そのため、企業倫理の実践には倫理的企業文化の浸透が必要不可欠なのである。 

シャイン（1999）によれば、企業文化とは、集団として獲得された価値観・信念・仮定であり、企業が繁栄を

続けるに連れて、それらが共有され、当然視されるようになったものである。中でも企業文化の本質は、学習

され共有された暗黙の仮定であり、社員はその暗黙の仮定を基にして、毎日の行動を行っている。企業文

化の最も暗黙的で本質的なものは、無意識の当たり前の信念・認識・思考および感情という行動の背後に潜

む基本的仮定である。この基本的仮定は、質問調査票などでは評価できず、評価するには実際に現地に赴

くインタビュー調査などが必要となるものである。 

 

３．企業倫理による企業成長モデル 

本節では、倫理的企業文化の浸透した企業が企業成長を達成する企業成長モデル、換言すれば、企業

倫理による企業成長モデルを示していく。宮重徹也（2005）では、製薬企業において、患者を助けようという

倫理的企業文化が浸透しているならば、このような製薬企業は患者を助けるための画期的な新薬を研究開

発しようとする企業活動を実践することになり、その結果、これまでに存在しなかったような画期的な新薬が

研究開発され、新たな市場を創造のうえ企業成長を達成できたことが検証されている。この理論を援用すれ

ば、本稿で取り上げる建設廃棄物リサイクル企業においても、環境への貢献という倫理的企業文化が浸透し

ているならば、このような建設廃棄物リサイクル企業は環境に貢献する画期的な製品を研究開発しようとする

企業活動を実践することになり、その結果、これまでに存在しなかったような画期的な製品が研究開発され、

新たな市場を創造のうえ企業成長を達成できるようになるはずである。 

 

４．建設廃棄物リサイクル企業における事例分析 

（１）北清企業と日本理化学工業の事例 

 北清企業は札幌市を中心とする廃棄物収集処分企業（一般・産業廃棄物処理企業）であるが、社長（現専

務取締役）である大嶋武のリーダーシップのもと、環境への貢献を企業理念とした資源再生企業への転換を

目指している企業でもある。同社は事業領域を廃棄物処分という事業内容ではなく、環境への貢献という企

業理念に基づいて決定しており、１０年後には環境へ貢献する製品を製造するメーカーになっている可能性

すらある企業である。同社では環境への貢献という倫理的企業理念を倫理的企業文化として浸透させるた
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めに、全従業員にクルドカードを配布のうえ毎日の朝礼で読み上げる活動を２年間に渡って実施している。

その他にも、従業員満足を目指した企業活動や、同社の企業方針を知ってもらうための広報活動、更には

同社を育んできてくれた地域社会への寄付活動などにも積極的に取り組んでいる。 

一方の日本理化学工業は障害者雇用に積極的なチョークメーカー―として知られる企業である。北海道

の美唄工場においても多くの障害者を雇用しているが、今ある彼らの能力で作業が出来るよう、そのレベル

に応じて工程を組み直すことにより非常に高い生産性を達成している。同社は企業の収益に貢献する彼ら

の優れた能力を活用しつつ企業活動を展開のうえ十分な収益を得て、黒字経営を維持しているのである。 

 北清企業の大嶋武が環境への貢献という企業理念の達成のために、石膏廃ボードの 100％リサイクルを目

指して 100 社を超える企業を訪ね歩く中で、日本理化学工業の美唄工場長である西川一仁と出会い、環境

への貢献という理念に共感した両社が石膏廃ボードを利用したラインパウダーである「エコプラスターライン」

という製品の研究開発に成功した。この環境に貢献する新製品を日本理化学工業の築き上げた流通経路を

通じて販売することによって、両社は収益を得て企業成長を達成することになったのである。 

 

（２）北清企業とイーエス総合研究所の事例 

イーエス総合研究所は「迅速・確実・丁寧」を原則として、土壌汚染の不溶化技術の提供を行う企業であり、

この分野で高い技術を持った企業でもある。元々は土木が中心の企業であり、化学は比較的新しい部門で

ある。 

前項の北清企業とイーエスは共に札幌市東区に本社を置く企業であり、普段から従業員同士が接するこ

とが多い企業であった。土壌の分析を引き受けるイーエスには道内各地から土壌の分析依頼があるが、これ

らの土壌にはヒ素を含んだものが多かった。これは旭川以南の土地が自然由来のヒ素を含んでいるためで

ある。しかし、自然由来といえども、ヒ素である以上は汚染物質であるため、生態系に悪影響を及ぼすことに

なる。この状況を見たイーエスの従業員が、この現状をどうにか改善したいという思いから手弁当でヒ素の抑

制試験を行っていた。 

一方の北清企業にはリサイクルの必要があり、ヒ素抑制効果もある石膏廃ボードが豊富にあった。この両

社が環境への貢献のために何とかしようということになり、イーエスの技術と北清企業の未利用石膏廃ボード

を合わせて、石膏廃ボードをリサイクルしたヒ素抑制剤が研究開発されたのである。この製品の実用化には

3000 万円を要したが、販売価格は既存技術と競争できる水準にしており、現在も製品性能を向上させるた

めに改良を継続している。2010 年 4 月の土壌汚染対策法改正により、自然由来のヒ素も規制対象となった

ため、北海道内においても 10 億円の市場が誕生することになり、両社は収益を得て企業成長を達成するこ

とになった。 

 

５．おわりに 

本稿で示した事例は、環境への貢献という理念に共感する企業が企業ネットワークを形成して新製品を

研究開発したものであり、このような企業ネットワークによる新製品の研究開発においては、問題を解決する

技術だけではなく、倫理的理念を共有できることが重要になることが示されたのである。 

参考文献 

１）宮重徹也「医薬品企業の経営戦略―企業倫理による企業成長と大型合併による企業成長―」慧文社，2005． 

２）Murphy,P.E., “Implementing Business Ethics,” Journal of Business Ethics, 7, 1988, pp.907-912. 

３）Edgar H. Schein, “The Corporate Culture: Survival Guide,” Jossey Bass, 1999.（金井寿宏監訳「企業文化―生き残

りの指針」白桃書房，2004．



-88- 

 




